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率的と思われる分散型システムにも、いくつかの制度
的問題点がある。即ち、第１に、国家全体としての、
研究開発上の資源配分の効率的な重点化がなされなく、
全体として、国家に利益をもたらすような研究開発が
十分に伸びていかないリスクが考えられる。第２に、
各政策主体の間で、政策上の重複が発生し、非効率な
研究開発の資源配分が起きる可能性もある。第３に、
各政策主体が自らの政策執行に関して、その成果の評
価を甘くしてしまう可能性も考えられる。よって、こ
のような分散型システムのデメリットを減らしていく
ために、総合調整機能、司令塔的機能が重要になって
くる。
日本の科学技術政策システムは、分散調整型システ
ムであり、分散型システムに一定の方向性を与えるた
めに総合科学技術会議が設置されている。であるとす
れば、総合科学技術会議が、分散型システムに発生し
がちな、国家全体としての資源配分の非効率化、政策
の重複、甘い政策評価などの弊害を除去できる体制に
なっているかどうかが問題である。
この点に関しては、総合科学技術会議が提案した
「第Ⅱ期科学技術基本計画」において、それらの陥穽
点を克服するための措置について述べられている。即
ち、「第Ⅱ期科学技術基本計画」の「第２章重要政策」
において、政策振興上で重点を置くべき科学技術分野
として、ライフサイエンス分野、情報通信分野、環境
分野、ナノテクノロジ―・材料分野の４分野を最重要
重点振興分野として指定し、国家全体としての研究開
発の資源配分の重点化についての方向を打ち出してい
る。さらに、「第３章科学技術基本計画を実行するに
当たっての総合科学技術会議の使命」の中で、「総合
科学技術会議は、基本計画、重点分野における研究開
発の推進戦略等を踏まえて、関係府省における施策の
取組を把握し、不必要な重複など府省縦割りの弊害の
有無や実施中の施策の効果を評価する。」とし、各政
策主体での政策の重複を除去する役割を認識してい
る。さらに、「次年度における特に重点的に推進すべ
き事項、質の高い科学技術推進のための科学技術に関
する予算の規模等について内閣総理大臣に意見を述べ
る。その上で、総合科学技術会議は、次年度の重要な
施策、資源の配分に関する考え方を明らかにし、関係
大臣に示す。さらに、総合科学技術会議において示さ
れた考え方を踏まえた資源配分が行われるよう、必要
に応じて予算編成過程において財政当局との連携を図
る。」と述べて、さらに、具体的に、重点化すべき政
策事項への現実の予算対応に関しても、総合科学技術
会議が一定の影響力を持つことを示している。
５　科学技術政策における政策手法
科学技術政策は、現代経済における新しい政策領域
であり、その政策手法も、財政政策における政策手法、
金融政策における政策手法、産業政策における政策手
法とは異なり、決して制度的に確立したものではなく、
いまだ発展途上にある。近年の日本の科学技術政策の
展開を分析する中で、現時点でその政策手法に関して、
以下のような分類が可能と考えられる。
①　ビジョン提示
政府は科学技術に関する多様なビジョンを作成
し、それらは、関係機関、民間の研究開発の動向
にも影響を与え、科学技術の全体、各分野を、実
質的にリードしていくことができる。ビジョンに
は、総合科学技術会議が打ち出していくような国
家全体の科学技術の発展の方向性に関する大局的
ビジョンや、各省庁あるいはそれらの審議会が出
す科学技術の個別分野に関するビジョンがある。
総合科学技術会議（前身の科学技術会議）は、こ
れまで、いくつかの大局的ビジョンを作成し発表
してきた。例えば、第18号答申や、科学技術政策
大綱、第Ⅰ期科学技術基本計画、第Ⅱ期科学技術
基本計画等に関する諸答申は、日本の科学技術の
動向全体に大きな影響を与えてきたと考えられる。
②　優遇税制
政府は税制度を利用して、科学技術全体の活力
向上に影響を与えていくこともできる。これまで
日本の科学技術振興の税制として機能してきたも
のとしては、民間の研究開発経費の拡大に寄与し
てきた増加試験研究費税額控除制度、先端電子技
術、新素材などの基盤技術用研究開発資産につい
て取得価格の７％相当額の税額控除を認める基盤
技術開発促進税制、中小企業に試験研究費の６％
と増加試験研究費控除との選択を認める中小企業
技術基盤強化税制、研究交流を促進するための研
究交流促進税制などがある。
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③　補助金・優遇融資
政府が、直接、民間や大学等の研究主体の科学
技術活動に対して、補助金を出したり、融資をす
るという手法も展開されている。例えば、総合科
学技術会議の科学技術振興調整費を利用した各種
の支援がある。文部科学省にも科学研究費補助金
があり、大学等の研究機関・研究者の科学技術活
動を直接的に支援している。又、厚生労働省の厚
生科学研究費補助金、農林水産省の農林水産・食
品産業等先端産業技術開発事業費補助金、経済産
業省の次世代情報技術開発費補助金などもある。
優遇融資としては、例えば、日本政策投資銀行は
新技術開発融資制度により、企業の新技術にかかる
技術開発資金に対して低利の融資を展開している。
④　委託費
委託費は、政府が特定の研究開発テーマを提示
した上で、民間・大学等に、その研究開発を依頼
する形で支払われる費用である。委託費の利用も、
大学・民間の研究開発の水準を向上させることに
寄与していくものと考えられる。政府の各機関が
科学技術振興のために多様な委託費の制度を形成
している。例えば、新エネルギー・産業技術総合
開発機構（NEDO）の基盤技術研究促進事業、新
技術開発事業団の各種の研究委託、農林水産省の
新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業に
係る委託費、経済産業省の細胞内ネットワークの
ダイナミズム解析技術開発に係る委託費、厚生労
働省の保健医療分野における基礎的研究事業に係
る委託費など多数が存在する。
⑤　公的機関研究開発
日本には研究開発を担う公的な機関が多数存在
する。即ち、各省庁の所管の独立行政法人研究所、
特殊法人研究所、国立大学、公立試験研究所等で
ある。それらは、主に公的経費によって運営され、
その研究成果が広く民間等で活用されることで、
日本全体の科学技術水準の向上に寄与していくも
のと考えられる。
おわりに
近年、科学技術の振興は主要国の政府の政策課題の
中で、そのウェイトを確実に増してきている分野であ
る。そして、具体的に科学技術の発展を促進するため
に多様な政策が展開されてきている。例えば、多様な
研究分野の人材を育成していく科学技術系人材育成政
策、それぞれの研究分野が必要とする機材、施設を整
備する物的インフラ整備政策、広範な科学技術系情報
の有効利用を促進する情報インフラ整備政策、民間の
研究開発を促進するための民間研究開発促進政策、諸
外国との研究開発上の協力を促進する対外研究開発協
力政策、国内の各地域の研究開発を進めるための地域
研究開発政策といったものである。
これらの多様な科学技術政策を立案し施行するため
の政策システムの設計に関しては、その本格的な研究
が、近年各国で始まったばかりである。日本の科学技
術政策の政策システムについても、さまざまな議論と
実際の改善への取組が行われてきている。例えば、日
本の政策システムにおけるディシジョン・メイキング
が縦割りであることが批判されてきた。そして、その
縦割りの政策形成、政策実行を段階的に修正する目的
で、総合科学技術会議が設置された。しかし、さらに
縦割り色を薄め総合調整機能を強化するために、総合
科学技術会議が予算を総枠で管理し、各省庁の科学技
術予算を有効に調整管理できるような制度を形成する
等、総合科学技術会議の司令塔としての機能を、現在
より強めるべきであるという意見もある。あるいは逆
に、各研究領域を担当している各省庁の研究開発担当
セクション自体の機能を強化すべきという考えもあ
る。又、科学技術予算に対する基本的な考え方につい
ても、科学技術予算は単年度予算方式では戦略的な取
組ができないので、複数年度方式で実行すべきという
意見等もある。
いずれにしても、科学技術において研究成果を生み
出すことができるのは、研究者・研究機関という研究
主体であり、科学技術政策の役割とは、研究主体が有
効な成果を出すことに寄与できる多様な要素を形成し
ていくところにこそある。よって、科学技術政策の政
策形成において最も重要なことは、多様な研究主体か
らの広範なニーズを常に吸い上げながら、極めて柔軟
に有効な政策を形成していくよう努めることであると
考える。
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註
（1）政府の各機関を規定する法体系としては、府・省
を規定する国家行政組織法、その府省の詳細な組
織規定を定める府省等設置法、さらに、各府省の
内部での政令・府省令がある。
（2）府・省・委員会・庁は国家行政組織法第３条で規
定される機関で、いわゆる「三条機関」とも呼ば
れる。その中でも、府省は第一次的分配単位であ
る。委員会・庁は、府省の外局として設置される
第二次的分配単位である。特に、庁の設置は、①
事務量及び組織が膨大であり、府省の内局による
ことが適当でない場合、②政策的要請から省・内
局とすることが適当でない場合、③一般の省の事
務とは性質の異なる事務を担当する場合等に設置
される。
（3）科学技術庁の発足において、その組織形成の中心
母体となったものは、総理府原子力局・総理府付
属機関の科学技術行政協議会（STAC）事務局・
総理府付属機関の資源調査会事務局・工業技術院
調査課・特許庁発明奨励課であった。即ち、総理
府原子力局が新設科学技術庁の原子力局に、
STAC事務局が新設科学技術庁の企画調整局に、
資源調査会事務局が資源局に、そして、工業技術
院調査課・特許庁発明奨励課が調査普及局になっ
たのである。
（4）科学技術庁の設置法には、科学技術庁の所掌範囲
として、「人文科学のみに係るものおよび大学に
おける研究に係るものを除く」とされた。
（5）1983年の国家行政組織法改正以降は、政令によっ
て官房・局・部・審議会等が変更できることにな
ったが、政令で規定することになった組織の設
置・改廃は、次の国会で報告しなければならない
とされた。また同時に、官房・局の総数の上限が、
省庁全体で128と設定されたのであった。
（6）科学技術会議の設置に際して、科学技術会議は関
係各省の専管のみを対象とする事項は審議しない
こと、又大学の学問の自由を尊重することの二つ
の事項が確認された。
（7）内閣府設置法第18条に規定される内閣の「重要政
策に関する会議」とは、総合科学技術会議・経済
財政諮問会議・男女共同参画会議・中央防災会議
の４つである。
（8）内閣総理大臣・内閣のトップダウン機能の強化、
総合調整機能の強化の一環として、内閣府設置法
第９条第１項により、内閣府に特定の所掌事務を
担当する「特命担当大臣」を置くことができると
されて、各種の担当大臣が設置されることになっ
た。そして、以前より国家の科学技術政策の機動
的対応、総合調整の観点から、「科学技術政策担
当大臣」の設置が議論されてきたが、内閣府設置
法第26条第２項によって総合科学技術政策を担当
する大臣として「科学技術政策担当大臣」が明記
され、設置されることになった。
（9）研究開発の評価は、原則として各省ごとに責任を
もって評価を実施することになっているが、特に
国家的に重要なプロジェクト等については、総合
科学技術会議が評価を実施することになった。
（10）「その他科学技術の振興に関する重要事項」は、
具体的には、内閣毎にその内容は変化する。
（11）科学技術会議と総合科学技術会議の相違点につい
ては、赤池伸一「総合科学技術会議について」
『研究　技術　計画　Vol.15、No.１』21pを参照。
（12）戦略と戦術の関係とは、例えば、ポスドク１万人
の育成、厳正な研究評価の実施などといった方向
性を打ち出すことが戦略であり、それらを受けて、
各省庁が自らの研究機関でポスドクを採用する枠
を設定したり、研究評価の指針を明確にしたりす
ることが戦術であると言える。
（13）科学技術関係経費とは詳細には次のもので構成さ
れる。即ち、①一般会計中の科学技術振興費、②
一般会計中のその他の研究開発費、③特別会計中
の科学技術関係費、である。
（14）総合科学技術会議と文部科学省の間の役割分担に
ついては、赤池伸一「総合科学技術会議について」
『研究　技術　計画Vol.15、No.１』22－23pを参照。
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